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ﾏﾃﾘｱ
ﾘﾃｨ 

活動概要 
適用
範囲 

2022 年度目標 2021 年度実績 

KPI 目標 KPI 目標 実績 自己評価 / 課題 

CSR･ｺ
ﾝﾌﾟﾗｲ
ｱﾝｽの
徹底 

法令情報の周知
とｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研
修の推進 

国内 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発
情報の年間発行
回数 

16 回 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発
情報の年間発行
回数 

16 回 16 回 
債権管理､下請法､ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制､電子署名などを主要ﾃｰﾏとしたｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ啓発ﾒｰﾙﾏ
ｶﾞｼﾞﾝを発行した｡従業員ｱﾝｹｰﾄ結果から､周知活動として有効であると考えており､今後も
継続的に実施する｡ 

重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ違反件数 

0 件 
重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ違反件数 

0 件 0 件 
全社的なﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの運用や従業員のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の向上を図る教育の
実施などによって､重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ違反は発生していない｡今後も､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ
の顕在化防止を図る取り組みを継続的に実施する｡ 

海外 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育
計画の達成率 

100% 
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育
計画の達成率 

100% 100% 

海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に人権尊重に関するﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを 7 か国語に翻訳し､19 拠点に配信し
て教育を実施した｡ｱﾝｹｰﾄを実施し､各社の人権への対応状況に問題がないことを確認し
た｡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ層だけでなく､現地社員にも理解を深めることができた｡次年度研修のﾃｰﾏや
ﾂｰﾙを検討して､ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識を高める教育を継続的に実施することが重要である｡ 

重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ違反ﾘｽｸ対応計
画の達成率 

100% 
重大なｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ違反ﾘｽｸ対応計
画の達成率 

100% 100% 

海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社における事業ﾘｽｸの有無を毎月確認した｡また発生の可能性が高いﾘｽｸ
(安全衛生やｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等)については､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に対する点検を強化して､ﾘｽｸ
顕在化防止を図った｡今後も､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に対するﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを含
む)を継続的に実施することが重要である｡ 

知的
財産の
保護 

第三者知的財産
権の侵害回避の
徹底､自社知的
財産の活用促進 

国内 
ｱｾｱﾝ地域や中国
における特許取得
計画の達成率 

100% 
ｱｾｱﾝ地域や中国
における特許取得
計画の達成率 

100% 100% 

他社製品が自社の知的財産権を侵害していないかを調査するﾌﾟﾛｾｽを確立して､ｱｾｱﾝ
地域における競合他社製品の権利侵害状況を検証した｡中国における競合他社の製品
については､現地法人や事業関係者の合意を得るなど､本ﾌﾟﾛｾｽを運用する事前準備が
完了した｡今後も､本ﾌﾟﾛｾｽを適切に運用することで､知的財産活用戦略の推進を図る｡ 

模倣品の摘発促
進 

海外 
模倣品による知的
財産権侵害対応
計画の達成率 

100% 
模倣品による知的
財産権侵害対応
計画の達成率 

100% 100% 

全世界における模倣品販売ｻｲﾄや主要 e ｺﾏｰｽを対象に商標侵害状況を調査し､当社の
知的財産権を侵害している Web ｻｲﾄを特定した｡次年度は､模倣品による被害状況を精
査した上で､当該ｻｲﾄの閉鎖を進める計画である｡今後も､国際市場における模倣品に伴う
事業への悪影響を低減する対策を継続的に実施することが重要である｡ 

機密
情報
管理の
徹底 

ｾｷｭﾘﾃｨ対策の
推進と不正ｱｸｾ
ｽ監視の強化 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

高ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ
検知時のｻｲﾊﾞｰ攻
撃対応率 

100% 
高ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ
検知時のｻｲﾊﾞｰ攻
撃対応率 

100% 100% 

重大な機密情報の漏洩事故は発生していない｡今後も､継続的な情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強
化を図ることが重要である｡ 

国内 
大量ﾃﾞｰﾀ出力時
の情報流出確認
対応率 

100% 
大量ﾃﾞｰﾀ出力時
の情報流出確認
対応率 

100% 100% 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ教
育の推進 

国内 
情報ｾｷｭﾘﾃｨ習
熟度ﾃｽﾄの合格
率 

95% 
以上 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ習
熟度ﾃｽﾄの合格
率 

95% 
以上 

96% 
従業員の情報ｾｷｭﾘﾃｨ意識を向上させる活動(定期的なﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝの配信など)によっ
て受験率が増加したことが､目標達成に繋がったと考える｡今後も､情報ｾｷｭﾘﾃｨの重要性
を従業員に認識させる活動を継続的に実施することが重要である｡ 

人格の
尊重 

人権教育の推
進､内部通報制
度の周知徹底 

国内 
人権教育計画の
達成率 

100% 
人権教育計画の
達成率 

100% 100% 
全職場の教育記録を分析した結果､従業員の人権意識が向上したと考える｡今後も継続
的に実施することが重要である｡ 

海外 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育計画
の達成率 

100% 
ﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育計画
の達成率 

100% 100% 
海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の駐在員および駐在予定者に対するﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育を実施した｡次年度か
らは駐在予定者に対するﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育を継続的に行う｡今後は､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の現地
社員にﾊﾗｽﾒﾝﾄ教育を展開する予定である｡ 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ通報制度
導入率 

100% 
ﾊﾗｽﾒﾝﾄ通報制度
導入率 

100% 70% 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄに対する内部通報制度を導入していない海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社への制度導入を支援
する計画であったが､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響により現地訪問ができず活動を中断した｡今
後も､ﾊﾗｽﾒﾝﾄの防止を図るとともに､ﾊﾗｽﾒﾝﾄを受けた被害者を救済するしくみを確実に
運用するために､継続的に本制度の導入支援を行う必要がある｡ 

多様
性の尊
重 

女性活躍の推進 国内 

女性管理職の割
合 

4% 
以上 

女性の活躍を支
援する研修の年
間実施回数 

1 回 
以上 

3 回 

女性ﾘｰﾀﾞｰを対象に管理職に必要な資質であるﾏｲﾝﾄﾞｽｷﾙを習得する研修､および管理
職を対象に女性部下のｷｬﾘｱ形成支援を促すﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修を開催した（受
講者数：23 人､受講率：100％）｡今後も､女性従業員にｷｬﾘｱｱｯﾌﾟを促進する機会を継
続的に提供することが重要である｡ 

総合職に採用した
新卒者の女性割
合 

30% 
以上 

総合職に採用した
新卒者の女性割
合 

30% 
以上 

27% 
総合職に採用した新卒者 73 名のうち､女性は 20 名であった｡今後も､女性求職者に向け
た積極的な広報活動や女性が活躍できる職場の拡大などに継続的に取り組むことが重
要である｡ 

障がい者雇用の
推進 

国内 障がい者雇用率 
2.65% 
以上 

--- --- --- ( 2022 年度より KPI､目標値を設定 ) 

人材
開発の
推進 

人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑの推進 

国内 

自律型人材を育
成する教育計画
の達成率 

100% 
従業員の成長を
支援する教育計
画の達成率 

100% 100% 
年間計画に基づく階層別研修や品質教育を実施した｡今後は､従業員の問題解決能力の
向上を図るだけでなく､将来のｷｬﾘｱ開発を支援する活動を推進することが重要である｡ 

職場教育計画の
達成率 

100% 
職場教育計画の
達成率 

100% 100% 
各部門が能力開発計画に基づいて業務遂行に必要な所属員のｽｷﾙｱｯﾌﾟを図った｡今後
は､教育ｺﾝﾃﾝﾂやｵﾝﾗｲﾝ教育ｻｰﾋﾞｽの拡充を図ることが重要である｡ 

海外 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成
計画の達成率 

100% 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成
計画の達成率 

100% 100% 

年間計画に基づく海外拠点の経営層育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを 15 名に実施した｡また､将来の経営
層候補となる若手社員を対象にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰ育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを 17 名に実施した｡今後も､
国や地域､文化を跨ぐ多様性のある環境の中でﾋﾞｼﾞﾈｽﾘｰﾀﾞｰとして活躍できるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人
材の育成する活動を継続的に行う｡ 
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ﾏﾃﾘｱ
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活動概要 
適用
範囲 

2022 年度目標 2021 年度実績 

KPI 目標 KPI 目標 実績 自己評価 / 課題 

労働
環境･
労働
安全
衛生の
向上 

従業員労働時間
管理の徹底､長
時間労働発生時
の再発防止対応
の推進 

国内 

長時間労働発生
時の再発防止対
応率 

100% 
長時間労働発生
時の再発防止対
応率 

100% 100% 一般社員の時間外労働時間をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞした結果､時間外労働に関する労使協定に違反
する長時間労働は発生していない｡また､協定違反がないことや適切な労働時間管理が
実施されていることを労使協議で毎月確認した｡今後も働きやすい職場環境を維持するた
めに､当該活動を継続することが重要である｡ 

労働時間に関する
年間労使協議回
数 

12 回 
労働時間に関する
年間労使協議回
数 

12 回 12 回 

有給休暇年間取
得基準日数の運
用達成率 

100% 
有給休暇年間取
得基準日数の運
用達成率 

100% 99% 

前年度より適用範囲を拡大した目標管理に変更したが､目標未達成となった｡一般社員は
目標を達成しているが､適用範囲に追加した管理職社員が目標未達成である｡ただし､管
理職社員の取得率は 2018年度と比較して大幅に向上(73%→99%)しているため､有給休
暇の取得促進活動に一定の効果があったと考える｡今後は､未達成状況を分析し､目標達
成に向けた活動を継続的に推進する｡ 

海外 
労働時間管理基
準の達成率 

100% 
労働時間管理基
準の達成率 

100% 80% 
定期的に実施している海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の労働時間調査ﾃﾞｰﾀを分析し､各ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に
分析結果をﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸして長時間労働を抑制する活動を要請した｡今後も､前年度の労働
時間を自主管理基準に設定した労働時間管理を継続的に運用する｡ 

労働安全衛生ﾘｽ
ｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推
進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な労働災害
の発生件数 

0 件 
重大な労働災害
の発生件数 

0 件 1 件 

海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社において重大災害事故が発生した｡本事案については､速やかに､発生原
因を究明して再発防止策を講じるとともに､類似災害を防止するために全ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社への
情報共有を図った｡今後､職場の潜在的な危険性を特定･評価するﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ手法を
活用した安全管理の徹底や従業員への安全教育の強化を図ることが重要である｡ 

国内 

休業度数率 
0.3 
以下 

休業度数率 
0.8 
以下 

0.4 

2021 度は､機械災害(挟まれ､巻き込まれなど)に対する本質的対策や工学的対策に注
力した｡さらに､高所作業に対する安全管理も徹底した結果､休業度数率を 2020 年度
(1.0)から大幅に低減することができた｡2022 年度は､2021 年度の KPI の目標値を半分
以下に設定して､さらなる安全対策の強化を図る｡ 

血中鉛濃度管理
基 準 (30μg/dL) 
を超過した作業者
数 

0 名 
血中鉛濃度管理
基準（35μg/dL）を
超過した作業者数 

0 名 4 名 
鉛作業者に対する血中鉛濃度の自主管理基準値を厳しく管理してきたが､年度末の最終
測定で基準超過が発生したため､目標は達成できなかった｡不適合要因を分析した上で
鉛職場に対する作業環境の継続的改善を図る必要がある｡ 

作業管理区分Ⅲ
の職場数 

0 件 
作業管理区分Ⅲ
の職場数 

0 件 0 件 
作業場で発生する鉛粉塵の捕集効率向上を目指すﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを立ち上げて､局所排気設
備の見直しなどを行った結果､目標を達成することができた｡今後も､継続して本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
を推進することが重要である｡ 

海外 

休業度数率 
1.8 
以下 

休業度数率 
2.1 
以下 

2.0 

海外拠点で発生した災害事例に対する発生原因や再発防止策を全拠点に情報共有し
て､類似災害の発生防止対策を講じた｡また､軽度の労働災害発生件数を 10%以上削減
したことで､休業災害に繋がる発生可能性を低減した｡今後は､腰痛や筋肉痛に繋がるﾘｽｸ
の低減対策を講じることも重要である｡ 

血中鉛濃度管理
基 準 (40μg/dL) 
を超過した作業者
数 

0 名 

血中鉛濃度管理
基 準 (60μg/dL) 
を超過した作業者
数 

0 名 0 名 
海外の全生産拠点を対象に､自主管理基準値を設定した目標管理を 2021 年度から本
格的に開始した｡各生産拠点が設備や運用の改善を図った結果､目標を達成することがで
きた｡2022 年度からはさらに厳しい管理を行い、低減化を促進することが重要である｡ 

高品
質な製
品の提
供 

品質改善や品質
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ強
化の推進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

ｸﾚｰﾑ発生や工程
内不良に対する目
標の達成率 

100% 
ｸﾚｰﾑ発生や工程
内不良に対する目
標の達成率 

100% 64% 

ｸﾚｰﾑおよび工程内損失に関する目標は国内外ともに未達成の状況であった｡特定事業
における不具合の集中的な発生が主要な原因であるが､不確定要素(新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
影響による生産変動など)も目標未達成の要因であると考える｡次年度は KPI の目標達成
に向けて重点的に取り組む必要がある｡ 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ
体制の強化 

国内 

製品ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰ
ﾋﾞｽ体制ｼｽﾃﾑの
運用管理基準の
達成率 

100% 

製品ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰ
ﾋﾞｽ体制ｼｽﾃﾑの
運用管理基準の
達成率 

100% 100% 
製品保守ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑを適切に運用するために､ﾒﾝﾃﾅﾝｽ需要の取り込み状況などを図
る指標を用いた目標管理を実施した｡今後､実績ﾃﾞｰﾀを分析して自主管理基準の精度向
上を図ることで､ﾒﾝﾃﾅﾝｽ需要の取り込みを促進する｡ 

製品安全教育の
推進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な製品事故
の発生件数 

0 件 
重大な製品事故
の発生件数 

0 件 0 件 
今年度は､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社への製品安全に関する自主行動計画の展開などを通じて､製
品安全管理の継続的な強化を図った｡次年度は､海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社に製品安全教育を展
開することで､ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体の製品安全に対する理解度向上を図る｡ 

環境
保護の
推進 

水資源の有効利
用の推進 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

水使用量の削減
率(2018 年度比) 

8.0% 
以上 

水使用量の削減
率(2018 年度比) 

6.0% 
以上 

10.3% 
国内外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の生産拠点が水の循環利用を継続的に推進したことが､目標達成の
要因と考える｡今後も､取水量を抑制する取り組みを継続的に促進する｡ 

低炭素社会実現
への貢献 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

CO2排出量の削減
率(2018 年度比) 

6.0% 
以上 

CO2排出量の削減
率(2018 年度比) 

4.0% 
以上 

8.1% 
2021 年度から省ｴﾈ・再ｴﾈﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを立ち上げて全社的な活動を推進した結果､目標
を達成できた｡今後も､省ｴﾈﾙｷﾞｰ活動や再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの利用を促進するなど､目標
達成に向けた全社的な対策を継続的に促進することが重要である｡ 

環境汚染の予防 
ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

重大な環境事故
の発生件数 

0 件 
重大な環境事故
の発生件数 

0 件 0 件 
環境関連規制より厳しい自主管理基準による運用管理などによって､重大な環境事故は
発生していない｡今後も､継続的に環境ﾘｽｸのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを徹底することが重要である｡ 

市場に提供する
製品の再生材料
使用率の向上 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

鉛蓄電池の鉛原
材料に占める再生
鉛量の比率 

35.0% 
以上 

鉛蓄電池の鉛原
材料に占める再生
鉛量の比率 

35.0% 
以上 

55.9% 
中国､ﾄﾙｺ､ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ﾀｲの一部の海外ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社で再生鉛使用率が向上したことによっ
て､前年度より実績値が 11.4 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した｡今後も､この水準を維持向上できるように努
める｡ 

環境
配慮
製品の
開発と
普及 

環境配慮製品に
搭載される当社
製品の市場拡大 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

全製品の売上高
に占める環境配慮
製品の販売比率 

35.0% 
以上 

全製品の売上高
に占める環境配慮
製品の販売比率 

34.0% 
以上 

36.5% 
2021 年度は､新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響からの売上回復に伴い､環境配慮製品の売上高を
順調に伸ばすことができた｡今後も､脱炭素社会に対するｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰのﾆｰｽﾞに適切に対
応した製品・ｻｰﾋﾞｽを提供する活動を推進する｡ 

CSR
調達の
推進 

責任ある鉱物調
達への対応 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

責任ある鉱物調
査計画の達成率 

100% 
責任ある鉱物調
査計画の達成率 

100% 100% 

武力紛争や人権侵害に加担しないために､顧客ﾆｰｽﾞに基づく鉱物調達調査にｻﾌﾟﾗｲﾔｰと
協働して全件対応した(対象鉱物：金､ﾀﾝﾀﾙ､ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ､錫､ｺﾊﾞﾙﾄ､ﾏｲｶ)｡また､国内では､
自主調査によって鉱物調達における CSR ﾘｽｸの高い精錬所を特定し､当該精錬所を含む
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに対するﾘｽｸ低減対策を講じた｡今後も､鉱物ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝのｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰと連
携して､当該ﾘｽｸに対応する取り組みの強化を図る｡ 

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ CSR
ﾘｽｸの管理 

ｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ 

ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR 課
題改善計画の達
成率 

100% 
ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR 課
題改善計画の達
成率 

100% 100% 
ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ CSR 調査結果に基づき特定したｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ CSR 課題に対する改善活動を実
施した｡ｻﾌﾟﾗｲﾔｰと当該課題への対応策などを協働で検討した上で運用改善を図った｡今
後も､CSR 調達ﾘｽｸの低減化を図る活動を継続的に実施することが重要である｡ 

※適用範囲は対象となるすべてのｸﾞﾙｰﾌﾟ会社を含まない場合があります｡ 

※新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響により､当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの中期経営計画の最終年度を 2021 年度から 2022年度に変更したため､本計画も 2022 年度まで期間延長しています｡ 

※本計画は定期的に見直しているため､前回公表した計画内容と異なる場合があります｡ 


